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本市では、平成２７年度に平成３６年度までの将来を見据えた財政運営の指針とな

る中期財政計画を策定し、厳しい財政状況の中で安全かつ良質な公共サービスが効率

的に実施できるように、行財政改革プランの着実な実施や地方債現在高の縮減、積立

金現在高の確保に取り組んでいます。 

平成２８年度の財政効果のある主な取組実績として、８月からの環境エネルギーセ

ンターの稼働に伴い、廃棄物処理施設運営経費を縮減しました。加えて、一般廃棄物

処理については、これまでは旧近江八幡市地域については第２クリーンセンターにて

処理（平成２４年度から平成２８年７月までは民間業者に処理委託）し、旧安土町地

域については中部清掃組合にて処理していましたが、環境エネルギーセンターにおい

て処理の一元化が可能となったことから、平成２８年度末で中部清掃組合から脱退し、

後年度の処理費用の削減を図りました。また、第三セクター等の見直しとして、他の

自治体では大きな債務問題となっている土地開発公社を健全な状況で解散したこと

により、残余財産を引き継ぎました。さらに、市債の繰上償還の実施や借入期間の縮

減、交付税措置のない市債及び低い市債発行の抑制など、地方債残高や利息負担の軽

減を図るとともに、利用予定のない市有地の売払収入やふるさと応援寄附金の基金へ

の積み立て、旧桐原小学校跡地の民間活用（処分）に係る旧施設解体工事の実施など、

積立金現在高の確保に向けての取り組みを進めました。このような行財政改革に取り

組んだ結果、平成２８年度決算において、当初計画と比較すると地方債残高は２５億

円以上減少するとともに、積立金現在高は８億円以上増加するなど財政状況は良化し

ました。そして、このような財政状況の中、篠原駅周辺整備が完了するなど次世代へ

の礎となる市民生活に密着した大型施設整備の完遂に向けた継続実施と、子ども通院

医療費助成の拡充など第２期ローカルマニフェストの着実な実施による積極的な施

策を展開してきました。 

中期財政計画の策定にあたっては、計画の目的である行財政改革プランとの連携、

事業の選択、規模の選択・適正化や予算編成に当たっての指針として、的確に活用で

きるよう毎年、決算状況、事業の進捗、社会情勢、制度改正などの状況に基づき、将

来見通しも含め見直しすることとしています。このことから平成２８年度決算、平成

２９年度以降のうち既に確定している内容を反映し、将来見通しを含めて見直しを行

い、その分析と課題の抽出を行いました。 

財政見通しにおける大型施設整備事業については、計画の進捗により、庁舎整備事

業の市庁舎建設工事費を９５.０億円に、岡山コミュニティエリア整備事業の総事業費

を約４２.２億円に、桐原こども園整備事業（２園）の事業期間を平成３１年度まで見

直した上で見込みました。 

１ 財政見通しの見直しにあたって 
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なお、見直しにあたって計画の基本的事項や『財政見通し』の前提条件に変更はな

く当初計画のとおりです。また、『財政見通し』は各事業個々の事業期間、事業費や

内容等を議論するためのものではなく、将来的なリスクを最大限考慮し策定しており、

ここに計上された数値を今後の取り組みの中で財政リスクを払拭し、いかに良化して

いくかといった観点から、今後も、市税等の徴収対策の強化、使用料等の受益者負担

の適正化、広告料収入や公共施設の新設等に伴う跡地の民間活用等を促進するための

処分による歳入確保、業務の見直しや民間委託の推進などの行財政改革プランの取り

組みを着実に進め、市民との約束でもある「持続可能な財政基盤の確立」に向け、改

革を継続し責任を果してまいります。 

 

 

 

 

【中期財政計画の概要】 

 ○目 的 

行財政改革プランと連携した取り組みを進めるとともに、人口減少社会への課

題、普通交付税の合併算定効果の縮減への課題や大型施設整備事業の実施による

課題を受けて、『持続可能な財政基盤の確立』に向けた予算の指針とする。 

 

○基本事項 

対 象 期 間 ：平成２７年度～平成３１年度 

（財政見通しは平成２７年度～平成３６年度） 

対 象 会 計 ：普通会計 

取 組 目 標 ：① 行政改革の実施 

       ② 財政指標の適正管理 

         実質公債費比率 ： 8.6%（全国都市の H26 平均値） 

            将来負担比率 ：69.7%（全国都市の H26 平均値） 

            地方債現在高比率：200.0%（標準財政規模の２倍） 

            積立金現在高比率： 50.0%（標準財政規模の半分） 

                      25.0%（財政調整基金と減債基金の合計） 

  見通しの改訂 ：毎年度実施 

  情 報 公 開 ：市ホームページによる公開 
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◎ 歳入の推移 

地方税は、生産人口の減少や法人市民税の税制改正の影響により徐々に減少する見

込みです。また、当初計画では、平成２９年度以降に、法人市民税の税率引下げに伴

う地方税の減収や地方消費税の税率引上げに伴う地方消費税交付金（地方譲与税等）

の増収を見込んでいましたが、平成２８年１１月の地方税法の改正により、税制改正

の施行期日が平成２９年４月１日から平成３１年１０月１日に延期されたことを受

け、財政見通しにおいてもそれらの影響を平成３１年度以降に見直しました。 

地方交付税は、合併算定替えの特例加算措置の段階的な縮減の影響はあるものの、

国の財源保障措置がなされている交付税措置のある市債の優先発行により、平成３６

年度までの間、概ね５３億から５６億円台を維持する見込みです。 

国・県支出金は、大型施設整備事業に係るものについては、これまで国・県からの

補助金の確保を図ってきたところであり、その補助事業費に連動し、完了とともに減

少するものの、扶助費に係るものは支出の逓増に伴い一定の増加が見込まれます。 

地方債のうち建設事業に係るものについては、大型施設整備事業の事業費に連動し、

完了とともに減少します。 

歳入については、今後、一般財源の増加が見込めない中において、新たな財源の確

保が課題となっていますが、利用予定のない市有地を売払うなど、持続可能な財政基

盤の確立・維持に向けた取り組みを進めています。 
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３ 財政見通しにおける分析と課題 
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◎ 歳出の推移 

 扶助費については、少子高齢社会の進行などに伴う増加が見込まれ、また、大型施

設整備事業による市債の発行により公債費も増加するため、歳出総額に占める義務的

経費の割合は年々高くなり、平成３２年度以降、歳出全体の５０％を超えることが見

込まれます。しかし、義務的経費のうち、特に、全て一般財源での対応となる公債費

について、平成２８年度においても、繰上償還の実施や交付税措置のない市債及び低

い市債の発行を抑制することにより軽減を図っています。 

その他の経費では、医療費や給付費の増加に伴う医療関係特別会計への繰出金が増

加していくことが見込まれます。また、下水道事業会計（公共下水・農業集落排水）

について、平成２９年４月１日から地方公営企業法が適用されたことから、同会計へ

の「繰出金」についても、他の公営企業会計と同様に「補助費等（一般行政経費）」

に移行するとともに、同会計の資本に対する繰出金については「投資及び出資金（そ

の他の経費）」に移行しています。 

次世代の礎となる市民生活に密着した大型施設整備事業の完遂に向けた継続実施

と多様な行政ニーズに対応した積極的な施策の展開を図りつつ、事業の精査や公共施

設の配置適正化などの取り組みを継続することにより、歳入に見合った歳出を持続し

ます。 
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◎ 収支の状況 

 繰越金については、現実の財政運営と近似させるため、実質収支を黒字で５億円確

保するものとします。このことにより、将来に備えて着実に積み立ててきた財政調整

基金や減債基金を年度間の財源調整として活用することとなります。 
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◎ 地方債残高、積立金残高の推移 

 地方債残高は、岡山コミュニティエリアや市庁舎整備事業などの大型施設整備事業

の財源として世代間の負担の平準化の側面もある市債を活用することから今後も増

加する見込みです。しかし、地方債残高抑制のために平成２８年度も、繰上償還の実

施や借入期間の縮減、交付税措置の低いものも含めた市債発行の見送りなどを実施し

た結果、地方債残高のピークである平成３１年度末では、約３５４億円（対当初計画

約１３億円の減）となる見込みです。また、その４割以上にあたる約１５３億円は、

元利償還相当額が交付税の算定で措置される臨時財政対策債が占めています。 

積立金残高は、これまで着実に積み立ててきたことに加え、平成２８年度も、市有

地の売払収入やふるさと応援寄附金を基金へ積み立てたことにより平成２８年度末

で約１３９億円（対当初計画約８億円の増）あり、これを市民ニーズに応えるために

活用していきます。公共施設等整備基金を大型施設整備事業の財源とし、財政調整基

金や減債基金を年度間の財源調整として活用することにより、平成３６年度には３０

億円を下回ることが見込まれますが、市のキャッシュフローの状況から３０億円以上

を維持するよう歳入を確保し一時借入が生じないように対応します。また、特定目的

基金は、新たな歳入確保につながる事業へ充当するなど、効果的にその活用を図って

います。 
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◎ 計画対象期間外も含めた公債費の状況 

公債費は、繰上償還も含め平成２６年度を底に平成２７年度から増加に転じていま

すが、地方債残高の抑制に向けた取り組みの結果、平成３３年度から平成４２年度ま

では毎年２６億から２８億円以内（当初計画では、毎年２７億から２９億円以内）で

推移する見込みとなっています。引き続き、今後の計画期間において、市債発行の抑

制をはじめとする計画策定時の目標達成に向けた取り組みにより将来世代の負担軽

減を図ります。 

20.0
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24.0

26.0

28.0

30.0

平成22年度 平成24年度 平成26年度 平成28年度 平成30年度 平成32年度 平成34年度 平成36年度 平成38年度 平成40年度 平成42年度

（単位：億円）

H29見直し版

当初計画

２２ ２４ ２６ ２８ ３０ ３２ ３４ ３６ ３８ ４０ ４２

年度  
◎ 指標の状況 

 実質公債費比率と将来負担比率については、指標の算定において元利償還金及び準

元利償還金に係る交付税措置分を控除することになっているため、交付税措置のある

市債発行を優先している現状から、ともに財政健全化計画を策定することが義務づけ

られる早期健全化基準を上回ることはありません。 

 実質赤字比率は、基金からの繰入による黒字を維持しているため発生しません。 

地方債現在高比率は、標準財政規模に対する地方債現在高の割合を示すものであり、

平成２６年度には１４１.１％であったものが、地方債残高がピークとなる平成３１

年度と平成３２年度は２００％を若干上回る見込みとなりますが計画最終年度には

目標水準を達成します。 

積立金現在高比率は、標準財政規模に対する積立金現在高の割合を示すものであり、

大型施設整備事業への充当や年度間の財源調整に基金を活用するため、平成３６年度

には２６.９％になると見込まれます。 

地方債残高の抑制と積立金残高の向上に向けた取り組みを継続することで、地方債

現在高比率と積立金現在高比率の良化を図り、目標水準が達成できるよう努めます。 

-7-



 

 

 

 

指標目標を定めた５つの指標のうち、健全化判断比率を除く地方債現在高比率と積

立金現在高比率については『財政見通し』において、引き続き目標を超過又は不足す

る状況となっています。しかし、平成２８年度において市有地の売払収入やふるさと

応援寄附金の基金への積み立て、繰上償還の実施や市債発行の抑制などを進めたこと

から、当初計画より両指標は良化しています。さらに、旧桐原小学校跡地の民間活用

（処分）に係る旧施設の解体工事を実施するなど、後年度の積立金の確保に向けた取

り組みも進めており、今後も、目標を達成するため、行財政改革プランを着実に実施

するとともに、計画策定時に定めた『目標を達成するための方策』である「地方債現

在高比率抑制に向けた取り組み」、「積立金現在高比率向上に向けた取り組み」及び「そ

の他の取り組み」について引き続き推進していきます。 

【中期財政計画策定時に定めた目標を達成するための方策】 

  ① 地方債現在高比率抑制 

     交付税措置のない市債発行の抑制 

     市債借入期間の縮減 

     繰上償還の実施 

  ② 積立金現在高比率向上 

     積立金の確保（市有財産売却益・ふるさと納税） 

     特定目的基金の活用 

     効率的な基金運用による運用益の確保 

  ③ その他 

     大型施設整備事業の適切な事業費への精査と財源の確保 

     公共施設の統廃合による解体・売却の実施 

     行政改革効果の適正な活用 

H26 H31 H36H26 H31 H36

地方債現在高比率 改善の
イメージ

積立金現在高比率 改善の
イメージ

 

４ 目標に対する状況 
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全国都市の平成２６年度決算平均値以下を目標水準とします。 

 
早期健全化

基準 

目標 

水準 
H26 決算 H28 決算 H31 見込 H36 見込 

実質赤字比率 
12.61% 0% 0% 

0% 0% 0% 

当初見通しの見込 0% 0% 0% 

実質公債費比率 
25.0% 8.6% 4.7% 

3.8% 4.5% 5.0% 

当初見通しの見込 4.3% 4.4% 7.2% 

将来負担比率 
350.0% 69.7% 0.0% 

0.0% 17.7% 35.0% 

当初見通しの見込 0.0% 51.0% 61.1% 

 

 

 

標準財政規模の２倍（２００％）以下を目標水準とします。 

目標水準 H26 決算比率 H28 決算比率 H31 見込比率 H36 見込比率 

200.0％ 
141.1％ 

156.9％ 201.9％ 180.0％ 

当初見通しの見込 172.9％ 210.8％ 185.1％ 

 

 

 

標準財政規模の半分（５０％）以上を目標水準とします。ただし、年間の

資金収支不足が生じた場合の基金からの繰替運用に約３０億円の基金残高が

必要と見込まれており、財政調整基金と減債基金の合計についても、２５％

以上（約４５億円）とします。現状、目標水準との乖離が見られますが『目

標を達成するための方策』に継続して取り組むことで達成をめざします。 

 目標水準 H26 決算 

比率 

H28 決算 

比率 

H31 見込 

比率 

H36 見込 

比率 

積立金現在高比率 
50.0％ 73.7％ 

78.3％ 53.8％ 26.9％ 

当初見通しの見込 74.3％ 44.2％ 16.2％ 

財政調整基金・ 

減債基金の合計 25.0％ 47.4％ 
37.9％ 39.3％ 14.1％ 

当初見通しの見込 49.5％ 33.0％ 4.9％ 

健全化判断比率 

地方債現在高比率 

積立金現在高比率 
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